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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算については、第100期は潜在株式がないため、第98期、第99期及び第102期は当

期純損失であるため記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 当社及び一部の連結子会社は、決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。従って、第102期は平成17年４月１日

から平成17年12月31日までの９ヵ月決算となっております。 

５ 第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

６ 第103期から、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31日 

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18

年１月31日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７ 平成18年12月１日付で、１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行っております。なお、１株当たり当期純利益金額及

び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 
  

(2) 提出会社の経営指標等 
  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 18,090 16,641 16,458 16,046 10,574 17,597 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △629 △344 123 101 △834 160

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △673 △846 168 59 △801 122

純資産額 (百万円) 8,684 7,463 7,574 7,557 6,963 7,069 

総資産額 (百万円) 18,612 19,120 17,357 18,204 15,666 16,932 

１株当たり純資産額 (円) 984.28 890.92 922.95 928.93 860.31 652.49 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) △73.51 △97.06 17.55 6.49 △98.80 11.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 6.48 ― 11.51

自己資本比率 (％) 46.7 39.0 43.6 41.5 44.4 41.0 

自己資本利益率 (％) ― ― 2.2 0.8 ― 1.8 

株価収益率 (倍) ― ― 33.4 115.6 ― 43.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,915 △190 1,194 △1,355 959 432

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △249 △140 169 96 △216 △628

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 87 543 △1,380 1,223 △1,589 47

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,879 2,086 2,061 2,023 1,182 1,040

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人) 
971 
[96] 

927
[67]

897
[74]

893
[82]

884 
[78] 

905
[99]

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算については、第100期は潜在株式がないため、第98期、第99期及び第102期は

当期純損失であるため記載しておりません。 

３ 第98期の１株当たり配当額６円50銭の中には、創業80周年記念配当１円50銭を含んでおります。 

４ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 平成17年６月29日開催の第101期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。従っ

て、第102期は平成17年４月１日から平成17年12月31日までの９ヵ月決算となっております。 

６ 第103期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

７ 第103期から、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年１月31日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成

18年１月31日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８ 平成18年12月１日付で、１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行っております。なお、１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は期首に株式分割が行われたものとして算出しております。 
  

決算年月 平成14年３月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 14,589 13,116 12,282 12,301 7,245 12,828 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △476 △292 310 249 △603 242

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △540 △776 322 206 △441 148

資本金 (百万円) 2,323 2,323 2,323 2,323 2,323 2,323 

発行済株式総数 (千株) 9,195 9,195 9,195 9,195 9,195 11,953 

純資産額 (百万円) 8,553 7,460 7,763 7,913 7,703 7,691 

総資産額 (百万円) 16,016 17,732 15,778 17,376 14,846 15,578 

１株当たり純資産額 (円) 969.44 890.50 945.98 973.48 951.73 722.26 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
6.50 

(―)

5.00

(―)

10.00

(―)

10.00

(―)

7.50 

(―)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) △58.97 △89.10 36.97 25.26 △54.44 13.94

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 25.25 ― 13.93

自己資本比率 (％) 53.4 42.1 49.2 45.5 51.9 49.4 

自己資本利益率 (％) ― ― 4.2 2.6 ― 1.9 

株価収益率 (倍) ― ― 15.9 29.7 ― 35.9 

配当性向 (％) ― ― 27.05 39.59 ― 71.74 

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人) 
598 
[58] 

437
[16]

399
[16]

376
[11]

453 
[37] 

457
[36]



２ 【沿革】 

大正10年５月、土屋直幹が福岡市上辻堂町において電気機械器具類の販売を正興商会の商号で開始し、その後、電

気工事及び配電盤製作を行ってまいりました。 

以来、個人営業の時代が続きましたがその後の主な変遷は次のとおりであります。 
  

  

年月 概要 

昭和５年７月 

  

福岡市上辻堂町15番地に株式会社正興商会を設立し、電気機械器具類の販売、電気工事及び配電

盤製作を当社の前身である正興商会より継承 

昭和９年５月 熊本電気株式会社(現、九州電力株式会社)の工事を受託開始 

昭和18年２月 商号を株式会社正興製作所に変更 

昭和24年９月 株式会社正興商会(昭和21年７月設立)を吸収合併し、同時に商号を株式会社正興商会に変更 

昭和27年４月 株式会社日立製作所と特約店契約締結 

昭和35年２月 

  

商号を株式会社正興電機製作所に変更し、商事部門を株式会社正興商会(現、連結子会社)として

分離設立 

昭和35年12月 福岡県粕屋郡古賀町(現、福岡県古賀市)に工場新設移転 

昭和36年５月 株式会社日立製作所と配電盤関係の技術導入契約締結 

昭和56年11月 福岡市博多区東光に本社ビルを新築移転 

昭和57年９月 メカトロ・エレクトロニクス分野へ進出 

昭和57年10月 制御機器製造部門を株式会社正興機器製作所として分離設立 

昭和63年８月 OAソフト分野へ進出のため情報システム事業部を設置 

平成２年10月 福岡証券取引所に株式を上場 

平成４年４月 

  

正興エレクトリックアジア(マレーシア)SDN．BHD．(現、連結子会社)(平成元年１月設立)に資本

参加 

平成７年４月 

  

中国及び東南アジアに密着した営業展開を図るため、大連正興開関有限公司(現、大連正興電気

制御有限公司、連結子会社)を設立 

平成９年12月 国際品質規格ISO-9001認証取得 

平成11年12月 国際環境マネジメントシステムISO-14001認証取得 

平成12年11月 ASP事業のサービス運用を図るため、株式会社エーエスピーランド(現、連結子会社)を設立 

平成13年８月 

  

アジア地区のシステムインテグレーション事業を中心に営業展開を図るため、アジアソリューシ

ョンフィリピン,INC.(現、正興ITソリューションフィリピン,INC.、連結子会社)に資本参加 

平成14年８月 

  

英語学習サービス等のeラーニング事業の運営を行う、株式会社エス・キュー・マーケティング

(現、連結子会社)を設立 

平成14年11月 中国市場ビジネス拡大に向け、情報収集のため、中国北京事務所を設立 

平成15年４月 

  

  

当社メカトロ事業及び株式会社正興機器製作所を「機器・メカトロ製品メーカー」として再編す

るため、株式会社正興Ｃ＆Ｅ(現、連結子会社)を設立(平成15年２月)。株式会社正興機器製作所

を新会社に吸収合併 

平成17年３月 

  

事業会社体制移行に伴い「情報システム事業部」を分離・独立し、正興ITソリューション株式会

社（現、連結子会社）を設立 

平成17年６月 

  

  

「正興エンジニアリング株式会社」を「株式会社正興電機製作所社会システムカンパニー」へ吸

収合併 

国内会社の決算期を３月31日から12月31日に変更し、海外も含めた連結会社の決算期を統一 

平成18年６月 中国市場における販売拠点として、北京正興聯合電機有限公司（現、連結子会社）を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社10社及び関連会社１社で構成され、「電力システム」、

「社会システム」、「情報システム」、「その他」の４分野に関する事業を主として行っており、グループ各社の緊

密な連携のもとに、製品の開発、生産、販売、サービス活動を展開しております。各セグメントにおける当社グルー

プの位置付け等は次のとおりであります。 
  
「電力システム」 

当分野においては、 

電力制御システム、電力用開閉装置、配電自動化用電子機器、電力業務情報化等の製造・販売と本製品に関する

工事及びエンジニアリング業務を下記の事業会社で行っております。 

〔社内カンパニー〕正興電力システムカンパニー 

〔子会社〕大連正興電気制御有限公司(電力システム部門)、北京正興聯合電機有限公司(電力システム部門) 
  

「社会システム」 

当分野においては、 

公共・環境システム、産業用プラントシステム、需要家向受変電システム等の製造・販売と本製品に関する工事

及びエンジニアリング業務を下記の事業会社で行っております。 

〔社内カンパニー〕正興社会システムカンパニー 

〔子会社〕大連正興電気制御有限公司(社会システム部門)、北京正興聯合電機有限公司(社会システム部門) 
  

「情報システム」 

当分野においては、 

ＡＳＰサービス、システムインテグレーション、eラーニングサービス等に関する事業を下記の子会社で行ってお

ります。 

〔子会社〕正興ITソリューション㈱、㈱エーエスピーランド、㈱エス・キュー・マーケティング、㈱正興商会(情報

システム部門)、正興ITソリューションフィリピン，INC. 
  

「その他」 

当分野においては、 

メカトロニクス装置、制御機器、電子装置、（高分子／液晶）複合膜フィルム、蓄電システム、汎用電気品、業

務サポートサービス等に関する事業を下記の子会社で行っております。 

〔社内カンパニー〕正興オプトロニクスカンパニー、正興パワーエレクトロニクスカンパニー 

〔子会社〕㈱正興Ｃ＆Ｅ、正興エレクトリックアジア(マレーシア)SDN．BHD．、北京正興聯合電機有限公司(その他

部門)、㈱正興商会(その他部門)、正興コーポレートサービス㈱ 
  
また、関連会社である正興電気建設㈱は、電気事業用等の機械器具設置工事の設計、施工、保守を行っております

が、当社グループとの取引関係は僅少であります。 
  

〈関係会社以外の関連当事者〉 

九州電力㈱は、当社の主要株主であり、当社は同社に「電力システム」等を販売しております。 

㈱日立製作所は、当社の主要株主であり、当社は同社に「社会システム」及び「情報システム」等を販売してお

り、同社より、コンピュータ等を購入しております。また、同社と配電自動制御システム等の技術導入契約を締結し

ております。 

  



  

〔事業系統図〕 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

５ ㈱正興Ｃ＆Ｅ及び㈱正興商会については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

６ 平成18年６月13日付で、当社グループの中国市場における販売拠点として、中国北京市に北京正興聯合電機有限公司を設

立いたしました。なお、資本金の払込は平成18年７月に行っております。 

７ 正興ITソリューションフィリピン,INC.は、平成18年７月19日付で、アジアソリューションフィリピン,INC.より商号を変

更いたしました。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)       

㈱正興Ｃ＆Ｅ 
(注)５ 福岡市博多区 100 その他 100.0

メカトロ装置・制御機器の
製造・販売 
役員の兼任等…有 

正興ITソリューション㈱ 福岡市博多区 100 情報システム 100.0
ソフトウェアの企画・開
発・販売 
役員の兼任等…有 

㈱正興商会 
(注)５ 福岡市博多区 30

情報システム
その他 100.0

情報通信機器の販売・商事 
役員の兼任等…有 

正興コーポレートサービス㈱ 福岡市博多区 10 その他 100.0
業務サポート事業 
役員の兼任等…有 

㈱エーエスピーランド 福岡市博多区 75 情報システム 66.7
インターネット商取引のサ
ービス 
役員の兼任等…有 

㈱エス・キュー・ 
マーケティング 福岡市博多区 40 情報システム

100.0
(37.5)

英語学習サービスの提供 
役員の兼任等…有 

大連正興電気制御有限公司 
(注)２ 中国大連市

百万中国元

36 
電力システム
社会システム 60.0

配電盤の製造 
役員の兼任等…有 
債務保証 

北京正興聯合電機有限公司 
(注)６ 

中国北京市
百万中国元

５ 

電力システム
社会システム 
その他 

100.0 

電気、機械・電子関連製
品のエンジニアリング及
び販売 
役員の兼任等…有 

正興エレクトリックアジア 
(マレーシア)SDN．BHD． 

マレーシア・ 
ジョホール 

百万リンギット

４ その他
100.0
(91.7)

制御機器の製造 
役員の兼任等…有 
債務保証 

正興ITソリューション 
フィリピン，INC. 
(注)７ 

フィリピン・パシグ 
百万フィリピンペソ

16 情報システム 100.0
ソフトウェア製品の開発・
製造 
役員の兼任等…有 

主要な損益情報等 ㈱正興Ｃ＆Ｅ ㈱正興商会 

  ①売上高 1,796 百万円 2,601 百万円 

  ②経常利益 16 百万円 7 百万円 

  ③当期純損益 18 百万円 △7 百万円 

  ④純資産額 △29 百万円 122 百万円 

  ⑤総資産額 1,342 百万円 1,320 百万円 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の連結子会社の労働組合は全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に属し、平成18年12月

末の組合員数は384名であり、労使関係は良好に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

電力システム 210 [７] 

社会システム 317 [26] 

情報システム 86 [－] 

その他 247 [64] 

全社(共通) 45 [２] 

合計 905 [99] 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

457 [36] 41.8 15.6 5,328 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当社及び一部の連結子会社は、前連結会計年度において決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。従

って、決算期変更に伴う経過措置として、当社及び一部の連結子会社の前連結会計年度及び前事業年度は、平成17

年４月１日から平成17年12月31日までの９ヵ月決算となっております。このため、当連結会計年度の業績につきま

しては、前連結会計年度との比較表示を行っておりません。 

  

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、世界景気の好調さに牽引され、国内景気は民間企業主導での緩やかな

拡大基調が続き、輸出、設備投資、個人消費の均衡がとれた景気拡大となりました。 

しかしながら、電機業界におきましては、電力設備投資、公共投資は依然として低調であり、更なる需要減少や

価格低下が懸念されております。また民間設備投資は拡大傾向にはありますが、厳しい価格競争が続いており、経

営環境は厳しい状況にあります。 

このような状況のもとで、当社グループは2006年度を新中期３ヵ年経営計画（ＮＥＷ ＳＥＩＫＯ ＩＣ ２００

８）の初年度として、①強い正興ブランドづくり②活力ある人材づくり③経営基盤の構築の３つの重点課題に取組

んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、受注高は18,059百万円、売上高は17,597百万円となり、利益につきまして

は、営業利益は151百万円、経常利益は160百万円、当期純利益は122百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

  

（電力システム事業） 

電力システム事業につきましては、新規設備投資が抑制される中で、リプレース市場及び海外市場への取り組み

強化を行ってまいりました結果、受注高は3,804百万円、売上高は3,936百万円となりました。 

  

（社会システム事業） 

社会システム事業につきましては、首都圏への積極的なビジネス展開の推進と海外事業拡大への取り組みを行っ

てまいりました結果、受注高は9,241百万円、売上高は8,509百万円となりました。 

  

（情報システム事業） 

情報システム事業につきましては、事業構図の改革とインターネットを活用したサービス事業分野への拡大取り

組みを行ってまいりました結果、受注高は1,423百万円、売上高は1,753百万円となりました。 

  

（その他事業） 

その他事業につきましては、メカトロ・制御機器事業における海外市場及び新製品への取り組み、商事・サービ

ス事業における市場の拡大とオプトロニクス事業及びパワーエレクトロニクス事業の新規事業の立上げの取り組み

を行ってまいりました結果、受注高は3,590百万円、売上高は3,397百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、仕入債務の増加等により営業活動によるキャッシュ・フ

ローは432百万円となったものの、有形固定資産を取得したこと等により投資活動によるキャッシュ・フローが△



628百万円となり、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ

142百万円減少し、1,040百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、432百万円となりました。これは、主に売上債権の増加819百万円等によるキャ

ッシュ・フローの減少があったものの、仕入債務の増加856百万円及び在外子会社の収用補償金の受取326百万円等

によるキャッシュ・フローの増加があったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は、628百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得に519百万円支出し

たことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果増加した資金は、47百万円となりました。これは、運転資金調達のため、短期借入金が80百万円

増加したこと等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結会計年度は、前連結会計年度が決算期変更に伴い９ヵ月決算となることから、前連結会計年度との比較表示

を行っておりません。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 

電力システム 4,113 

社会システム 8,667 

情報システム 1,664 

その他 3,619 

合計 18,064 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円) 

電力システム 3,804 924 

社会システム 9,241 4,222 

情報システム 1,423 143 

その他 3,590 857 

合計 18,059 6,147 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 

電力システム 3,936 

社会システム 8,509 

情報システム 1,753 

その他 3,397 

合計 17,597 



３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

中長期的な経営戦略について、当社グループは、『インターナショナルカンパニーを目指して、新たなる挑戦と発

展』をスローガンとし、それぞれの事業セグメントにおいて「強い正興ブランドづくり」を目指し、首都圏を中心と

したマーケット展開、新事業及び海外事業の更なる推進を図ってまいります。 

新中期３ヵ年経営計画（ＮＥＷ ＳＥＩＫＯ ＩＣ ２００８）の２年目である2007年度は、 

 ①強い正興ブランドづくり 

 ②経営基盤の構築 

 ③活力ある人材づくり 

を実践し、充分な事業成果をあげるよう努めてまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業に関するリスクについて、当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある

主な事項には、以下のものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。 

(1) 設備投資の減少 

電力、官公庁及び一般産業の設備投資が、予想以上に減少した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2) 取引先の信用リスク 

当社グループの事業は、請負契約が多いため、製品引渡後に代金を支払われる条件で契約が締結されます。こ

のため、代金受領前に取引先が信用不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 資産保有リスク 

営業活動のため、不動産、有価証券等の資産を保有しており、時価の変動等により業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(4) 退職給付債務・繰延税金資産 

退職給付債務の算定の前提条件となる割引率等の変更、繰延税金資産の計上の前提となる当社グループの収益

計画に変更があった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) カントリーリスク 

当社グループは、海外での事業活動及び海外会社での取引があるため、テロの発生、その国の政情悪化、経済

状況の変化、法規の変更により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 製品の欠陥 

製品の品質には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任、製造物責任による損害賠償が発生した場合は、業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術導入契約 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

九州電力㈱ 1,545 14.6 2,951 16.8 

㈱日立製作所 1,157 10.9 1,810 10.3 



(注) １ ＊１ いずれか一方から特段の申し出がない限り２年毎に自動更新されます。 

＊２ いずれか一方から特段の申し出がない限り３年毎に自動更新されます。 

２ 上記契約に基づくロイヤリティとして売上高の２％～３％を支払っております。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、長年培ってきた制御技術をベースに、新しい情報技術を融合させ、急速

に変化するマーケットニーズに応じた独創的な新製品・新システムの早期開発に努めております。 

また、お客様や、大学等との共同研究など社外と連携した研究開発を積極的に推進し新分野製品の開発を行ってお

ります。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、265百万円であります。 

  

(1) 電力システム事業 

電力システム事業関連では、業務効率化・設備保全業務の高度化及び省力化、さらに環境に優しいをキーワードと

した新製品・新技術の開発を行っております。 

主な取組みテーマは、配電線用「センサー付開閉器塔の開発」、情報伝送装置のリプレース対応「情報中継処理装

置」、環境への対応として「ガスレス開閉器塔の開発」等であります。 

当事業に係る研究開発費は、66百万円であります 

  

(2) 社会システム事業 

社会システム事業関連では、首都圏市場の拡大と正興ブランド品の開発をキーワードとして、新規開発及び改良を

実施しております。 

主な取組みテーマは、水処理オペレーションサポート分野では「大規模Web監視（ウェブ技術を利用した監視システ

ム）」「ＤＣＳ（分散型制御システム）の機能増強・改良」の開発を行い、何れも即時市場投入の予定です。エネル

ギーソリューション分野では「小規模分散Web監視」「ＦＯＭＡ対応遠隔監視システム」の開発、水質保全ソリューシ

ョン分野では「水質監視装置（生物センサー）コンパクト型」の開発、業務サービス分野では、ポイントカード・交

通網等の広域に対応可能な「Felicaリーダ（非接触ICカード読取装置）」の開発、港湾分野では「港湾ＡＳＰ」を開

発し成果を上げております。 

その他、ＮＥＤＯとの共同研究事業として「太陽光発電新技術等フィールドテスト事業」に採用され古賀事業所内

にて事業を推進しております 

当事業に係わる研究開発費は、19百万円であります。 

  

(3) その他事業 

その他事業では新規事業の研究開発として、オプトロニクス（光応用）分野とパワーエレクトロニクス分野の技術

開発・製品開発を行っております。 

オプトロニクス分野では、「（高分子／液晶）複合膜を使ったフイルムディスプレイ」及び「可変波長レーザー」

契約会社名 相手方の名称 国名 内容 契約年月日 有効期間 

㈱正興電機製作所 ㈱日立製作所 日本 

配電盤関係 昭和36年５月１日 (＊１) 

発変電所集中制御用制御装置及び配
電自動制御システム 

昭和50年２月21日 (＊１)

火力発電所用コントロールセンタ、
ロードセンタ、磁気遮断器及び真空
遮断器内蔵の所内高圧閉鎖配電盤 

昭和56年６月26日 (＊１)

原子力発電所用コントロールセン
タ、パワーセンタ 

昭和58年６月１日 (＊２)



を開発し販売を開始しております。 

パワーエレクトロニクス分野では、インバーター技術を応用した「家庭用蓄電システム」を開発し販売を開始して

おります。 

また、機器及びメカトロニクス分野では、盤用機器とプリント基板製造に係る装置を中心に、顧客ニーズに応じた

次世代の製品開発を行っております。 

主な取組みテーマは、「集合形漏電リレー」、「新型補助スイッチ」、「薄板プリント基板研磨装置」、「マルチ

リレー」等であります。 

当事業に係る研究開発費は、178百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度における流動資産の残高は10,584百万円（前連結会計年度は9,343百万円）となり、1,240百万円増

加いたしました。 

これは、主に受取手形及び売掛金が増加（5,970百万円から6,819百万円に増加）したためであります。この増加

は、前連結会計年度末に比べ当連結会計年度末に売上高が集中したことによるものでありす。 

(固定資産) 

当連結会計年度における固定資産の残高は6,348百万円（前連結会計年度は6,322百万円）となり、25百万円増加い

たしました。 

これは、投資有価証券の含み益が減少したこと等による投資有価証券の減少（2,131百万円から1,960百万円に減

少）はありましたが、液晶事業量産設備や在外子会社（大連正興電気制御有限公司）の新工場の建設等により有形固

定資産が増加（3,310百万円から3,498百万円に増加）したためであります。 

(流動負債) 

当連結会計年度における流動負債の残高は8,013百万円（前連結会計年度は6,799百万円）となり、1,213百万円増加

いたしました。 

これは、主に支払手形及び買掛金の増加（3,770百万円から4,637百万円に増加）とその他の増加（986百万円から

1,247百万円に増加）によるものであります。 

支払手形及び買掛金の増加は、売上高が当連結会計年度末に集中したため仕入債務が増加したことによるものであ

ります。 

その他の増加は、在外子会社（大連正興電気制御有限公司）の移転に伴う収用補償金に係る預り補償金が発生して

いるためであります。 

(固定負債) 

当連結会計年度における固定負債の残高は1,850百万円（前連結会計年度は1,753百万円）となり、96百万円増加い

たしました。 

(純資産) 

当連結会計年度における純資産の残高は7,069百万円（前連結会計年度は7,113百万円）となり、43百万円の減少と

なりました。 

これは、当期純利益の計上等により株主資本の増加はありましたが、その他有価証券評価差額金が減少したためで

あります。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

「１ 業績等の概要、(２)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

  

(3) 経営成績の分析 

「１ 業績等の概要、(１)業績」に記載しております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は448百万円であり、その内訳は、有形固定資産431百万円、無

形固定資産16百万円であります。 

設備投資の主なものは、提出会社のその他事業における液晶事業の量産体制へ向けた設備（225百万円）でありま

す。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年12月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年12月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具、器具
及び備品 

合計 

古賀事業所 
(福岡県古賀市) 

電力システム 
社会システム 
その他 

工場建物 
及び生産 
設備等 

551 272
131

(35,197)
86 1,041 

243
[37]

本社 
(福岡市博多区) 

電力システム 
社会システム 
情報システム 

本社ビル・
別館ビル 
建物等 

1,099 0
111

(3,767)
34 1,246 

134
[１]

その他 
(福岡県古賀市) 

電力システム 
社会システム 
情報システム 
その他 

従業員 
独身寮 

267 ―
6

(3,870)
0 274 

―
[―]

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具、器具
及び備品 

合計 

㈱正興 
Ｃ＆Ｅ 

工場他 
(福岡県 
古賀市 
他) 

その他 
工場建物
等 

4 5
8

(571)
31 49 

83
[55]

㈱正興 
商会 

本社他 
(福岡市 
博多区 
他) 

情報シス
テム 
その他 

建物等 95 1
6

(234)
0 103 

26
[―]

正興コー 
ポレート 
サービス 
㈱ 

本社他 
(福岡市 
博多区 
他) 

その他 建物等 28 2
79

(278)
0 110 

43
[６]



(3) 在外子会社 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 従業員数欄の[外書]は臨時従業員数であります。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループにおける重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設等 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 重要な設備の除却等 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具、器具
及び備品 

合計 

大連正興
電気制御
有限公司 

本社・ 
工場 
(中国 
大連市) 

電力シス
テム 
社会シス
テム 

本社・工
場建物等 

78 29
―
(―)

7 115 
144
[―]

正興エレ
クトリッ
クアジア 
(マレー
シア) 
SDN.BHD. 

本社・ 
工場 
(マレー
シア 
ジョホー
ル) 

その他 
本社・工
場建物等 

43 69
―
(―)

12 126 
58
[２]

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
年間リース料 
(百万円) 

リース契約残高
(百万円) 

提出会社 
古賀事業所 
(福岡県古賀市) 

電力システム
社会システム 
その他 

生産設備等 8 19 

提出会社 
本社 
(福岡市博多区) 

電力システム
社会システム 
情報システム 

事務用機器等 7 10 

正興ＩＴ
ソリュー
ション㈱ 

本社 
(福岡市博多区) 

情報システム 事務用機器等 9 20 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
投資予定額 

資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

着手 完了 

提出会社 

古賀事業
所 
(福岡県
古賀市) 

社会シス
テム 

製 缶 工 場
の設備(Ｆ
Ｍ Ｓ ラ イ
ン)拡充 

180 ― 自己資産
平成18年
11月 

平成19年 
２月 

軽微 

大連正興
電気制御
有限公司 

本社・ 
工場 
(中国 
大連市) 

電力シス
テム 
社会シス
テム 

本 社・工
場 建 物 の
新設 

431 126 移転補償金
平成18年
８月 

平成19年 
５月 

生産能力
10％増 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
期末帳簿価額
（百万円） 

除却等の
予定年月 

除却等による 
減少能力 

大連正興
電気制御
有限公司 

本社・ 
工場 
(中国 
大連市) 

電力システム
社会システム 

現本社・工場建
物の除却 

107 平成19年5月
本社・工場移転のた
め能力の減少は無し 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 11,953,695 11,953,695 福岡証券取引所 ― 

計 11,953,695 11,953,695 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日) 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個) 121 (注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 157,300 (注)２、５ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 570.77 (注)３、５ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成19年６月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

新株の発行に代えて、当社の有す
る自己株式を代用する。 

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要するものとする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

― ― 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,300株であります。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。なお、払込金額の算定は新株予約権１個につき目的となる株式数で算定しているた

め、１株当たりの払込金額について１円未満の端数が生じている。 

  また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を

発行する場合は除く。)は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」と読み

替えるものとする。 

  さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

４ 新株予約権行使の条件 

(1)割当対象者は、新株予約権行使時まで当社の取締役、監査役、執行役員、使用人もしくは当社子会社の取締役、使用人

であること。 

(2)任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は、その地位を喪失した日から起算して１年間(行使期間

が喪失日以降１年未満のときは、行使期間の残存期間)に限り権利を行使できる。 

(3)新株予約権の譲渡、質入その他の処分はできない。 

(4)その他の条件については、本株主総会および取締役会決議に基づき、当社と割当対象者との間で締結した「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。 

５ 平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行っており、「新株予約権の目的となる株式の数」及

び「新株予約権の行使時の払込金額」を調整している。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １資本準備金の増加は、正興エンジニアリング㈱を吸収合併したことによる合併差益であります。 

２発行済株式総数の増加は、１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行ったものであります。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

  
調整後 
払込金額 

  
＝ 

  
調整前 
払込金額 

  
× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年6月1日 
(注)１ 

― 9,195 ― 2,323 78 1,603

平成18年12月１日 
(注)２ 

2,758 11,953 ― 2,323 ― 1,603



(5) 【所有者別状況】 

平成18年12月31日現在 

(注) 自己株式1,304,644株は、「個人その他」に13,046単元及び「単元未満株式の状況」に44株含めて記載しております。 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,304,644株(10.91％)があります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― ８ ４ 57 ２ ― 650 721 ―

所有株式数 
(単元) 

― 19,691 177 58,917 81 ― 40,503 119,369 16,795

所有株式数 
の割合(％) 

― 16.49 0.15 49.36 0.07 ― 33.93 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１番82号 1,736 14.52 

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,630 13.63 

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神１丁目11番17号 1,133 9.47 

株式会社九電工 福岡市南区那の川１丁目23番35号 619 5.18 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(三井アセット信託
銀行再信託分・西部瓦斯株式会
社退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 552 4.62

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 517 4.33 

土屋次子 福岡市中央区 466 3.90 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 459 3.84 

土屋直知 福岡市中央区 255 2.13 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 165 1.38 

計 ― 7,536 63.04 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,304,600 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式10,632,300 106,323 ― 

単元未満株式 普通株式    16,795 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 11,953,695 ― ― 

総株主の議決権 ― 106,323 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社 正興電機製作所 

福岡市博多区東光２丁目
７番25号 

1,304,600 ― 1,304,600 10.91 

計 ― 1,304,600 ― 1,304,600 10.91 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 540 0 

当期間における取得自己株式 ― ― 



会社法第155条第７号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は

含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) １ 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めておりません。 
２ 平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行っております。これにより保有自己株式数は301,071

株増加しております。 
  

３ 【配当政策】 

当社は、株主様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、継続的な安定配当を基本にしつつ、業績に

応じた経営の成果を迅速に株主様に還元することを基本方針といたしております。 

内部留保金につきましては、市場競争を確保するため、新規事業展開、研究開発等に活用することとしておりま

す。 

当期の剰余金の配当につきましては、１株当たり10円（うち中間配当５円）といたしました。 

なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定めてお

ります。 

(注) １ 当期の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

２ 平成18年12月１日付で創立85周年を記念し、１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行っております。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 2,252 1 

当期間における取得自己株式 679 0 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額
(百万円) 

株式数(株)
処分価額の総額 
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(市場で売却) 100,000 71 ― ― 

保有自己株式数 1,304,644 ― 1,305,323 ―

決議年月日 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

平成18年８月25日 
取締役会決議 

40 5.00

平成19年３月29日 
株主総会決議 

53 5.00



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。 

２ 第102期は決算期変更により、平成17年４月１日から平成17年12月31日までの９ヵ月決算となっております。 

３ ＊印は、株式分割（平成18年12月１日、１株→1.3株）による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、福岡証券取引所におけるものであります。 

２ ＊印は、株式分割（平成18年12月１日、１株→1.3株）による権利落後の株価であります。 

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成17年12月 平成18年12月 

最高(円) 635 597 586 793 754 
 920 
*669 

最低(円) 545 480 389 621 655 
 690 
*475 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 920 810 795 793 
 780 
*669 

575 

最低(円) 820 800 730 760 
 750 
*669 

475 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期 
(年) 

所有 
株式数
(千株)

代表取締役 
会長 

最高経営
責任者 土屋 直知 昭和20年５月５日生 

昭和44年４月

昭和56年８月

昭和60年12月

昭和62年３月

平成６年11月

平成７年６月

平成９年６月

平成17年６月

㈱日立製作所入社 

当社入社 配電盤設計部次長 

当社取締役副工場長 

当社取締役営業本部長 

当社取締役工場長 

当社常務取締役工場長 

当社代表取締役社長 

当社代表取締役会長(現任) 

１ 257 

代表取締役 
社長 

最高経営
執行責任
者兼経営
統括本部
長 

井上 信之 昭和22年10月９日生 

昭和45年11月

平成元年６月

  

平成５年３月

平成７年６月

平成13年６月

平成14年６月

平成17年６月

当社入社 

正興エレクトリックアジア(マレーシア)

SDN．BHD．代表取締役社長 

当社人事部長 
当社取締役経理部長 

当社常務取締役 
当社取締役常務執行役員 

当社代表取締役社長(現任) 

１ 13 

取締役 
専務 

営業統括
本部長 小野山幸雄 昭和20年10月30日生 

昭和43年４月

平成元年５月

平成４年２月

平成７年２月

平成９年６月

平成13年６月

  
平成14年６月

平成17年６月

㈱日立製作所入社 
同社九州支店産業電子部長 

同社九州支社熊本営業所長 
同社九州支社副支社長 

同社北陸支社長 
当社常務取締役営業統括、公共・産業・メ

カトロ事業担当兼営業統括本部長 
当社取締役常務執行役員 

当社取締役専務執行役員(現任) 

１ 13 

取締役 
常務 

東京支社
長 土屋 達雄 昭和22年12月19日生 

昭和50年４月

昭和54年５月

平成４年９月

平成６年５月

平成７年６月

平成14年６月

平成17年６月

㈱正興商会入社 

同社取締役産業部長 

同社代表取締役副社長 

同社代表取締役社長 

当社取締役 

当社取締役上級執行役員 

当社取締役常務執行役員(現任) 

１ 30 

取締役 
上級執行役員 

中国事業
担当 小森与一郎 昭和22年12月28日生 

昭和46年４月

平成６年４月

平成７年６月

平成９年３月

平成９年４月

平成13年６月

平成14年５月

  

平成14年６月

平成17年６月

当社入社 

当社経理部長 

当社人事部長 

当社理事人事部長 

当社理事大連正興電気制御有限公司総経理 

当社取締役 

正興コーポレートサービス㈱代表取締役社

長 

当社上級執行役員 

当社取締役上級執行役員(現任) 

１ 13 

取締役 
上級執行役員 

正興社会

システム

カンパニ

ー社長 

岡本 文広 昭和23年３月９日生 

昭和45年６月

平成７年４月

平成14年４月

平成14年５月

平成14年６月

平成16年６月

平成17年４月

  

平成17年６月

当社入社 

当社九州営業部長 

当社理事社会システム事業部長 

正興エンジニアリング㈱取締役 

当社執行役員社会システム事業部長 

当社上級執行役員社会システム事業部長 

当社上級執行役員正興社会システムカンパ

ニー社長 

当社取締役上級執行役員(現任) 

１ ３ 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
(年) 

所有 
株式数
(千株)

取締役 
上級執行役員 

正興電力

システム

カンパニ

ー社長 

蔀 千鶴男 昭和22年11月22日生 

昭和41年４月

平成10年７月

  

平成12年７月

平成15年２月

平成15年７月

平成17年７月

  

平成19年１月

  

平成19年３月

九州電力㈱入社 

同社佐賀支店佐賀電力所西九州系給電制御

所長 

同社中央送変電建設所熊本送変電工事所長 

同社中央送変電建設所次長 

同社熊本支店人吉電力所長 

当社執行役員正興電力システムカンパニー

常務 

当社上級執行役員正興電力システムカンパ

ニー社長  

当社取締役上級執行役員(現任) 

１ ２ 

取締役 ― 松尾 新吾 昭和13年５月19日生 

昭和38年４月

平成６年７月

平成７年６月

平成８年６月

平成９年６月

平成10年６月

平成15年６月

平成15年６月

九州電力㈱入社 
同社理事熊本支店長 

同社理事人事部長 
同社理事総務部長 

同社取締役総務部長 
同社常務取締役 

同社代表取締役社長(現任) 
当社取締役(現任) 

１ ― 

取締役 ― 森  和廣 昭和21年10月７日生 

昭和44年４月

平成11年２月

平成15年６月

平成16年４月

平成17年８月

  
平成18年４月

  
平成19年１月

平成19年３月

㈱日立製作所入社 

同社中部支社長 
同社執行役中部支社長 

同社執行役常務電機グループ長＆ＣＥＯ 
同社執行役常務兼㈱日立ディスプレイズ取

締役社長 
同社執行役専務兼日立ディスプレイズ取締

役社長 
同社代表執行役執行役副社長(現任) 

当社取締役(現任) 

１ ― 

監査役 
(常勤) ― 土肥 鑑二 昭和16年６月１日生 

昭和37年４月

昭和62年８月

  

平成３年４月

  

平成３年８月

平成11年７月

平成15年４月

平成15年６月

㈱日立製作所入社 

同社大森ソフトウェア工場九州システム部

主任技師 

同社情報システム開発本部九州システム部

主任技師 

当社入社 情報システム事業部副部長 

当社参与情報事業本部情報営業部長 

当社参与経営統括本部付 

当社監査役(現任) 

４ ２ 

監査役 ― 長尾 亜夫 昭和18年６月１日生 

昭和41年４月

平成３年７月

平成５年６月

平成９年６月

平成11年６月

平成13年６月

平成14年６月

平成15年６月

西日本鉄道㈱入社 

同社東京事務所長 

同社取締役 

同社常務取締役 

当社監査役(現任) 

西日本鉄道㈱専務取締役 

同社代表取締役専務取締役 

同社代表取締役社長(現任) 

４ ― 

監査役 ― 河部 浩幸 昭和14年６月18日生 

昭和38年４月

平成８年６月

平成９年６月

平成11年６月

平成12年６月

平成13年６月

平成14年６月

平成14年６月

㈱九電工入社 

同社取締役熊本支店長 

同社常務取締役営業副本部長 

同社専務取締役東京支店長 

同社専務取締役東京本部長兼東京支店長 

同社代表取締役副社長営業本部長 

同社代表取締役社長(現任) 

当社監査役(現任) 

４ ― 

計 336 



 (注) １ 松尾新吾氏及び森和廣氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 長尾亜夫氏及び阿部浩幸氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、経営の意思決定と業務執行を分離して、業務運営の責任や役割を明確にするとともに、経営判断を迅速に行う

体制を整えるため、執行役員制度を導入しております。執行役員は次の14名で構成されております。 

  

  
(注) ＊印の各氏は、取締役を兼務しております。 

  

役職名 氏名 担当または主な職業 

＊会長   土 屋 直 知 最高経営責任者 

＊社長   井 上 信 之 最高経営執行責任者兼経営統括本部長 

＊専務   小野山 幸 雄 営業統括本部長兼内部統制・コンプライアンス担当 

＊常務   土 屋 達 雄 東京支社長 

＊上級執行役員   小 森 与一郎 中国事業担当

＊上級執行役員   岡 本 文 広 正興社会システムカンパニー社長兼東京支社副支社長 

＊上級執行役員   蔀   千鶴男 正興電力システムカンパニー社長 

 執行役員   中 野 國 臣 ㈱正興Ｃ＆Ｅ代表取締役社長 

 執行役員   川 原 英 三 ブランド保証本部長兼古賀事業所長 

 執行役員   新 納   洋 ㈱正興商会代表取締役社長 

 執行役員   村 尾 光 治 大連正興電気制御有限公司総経理 

 執行役員   有 江 勝 利 
ＩＴソリューション事業部長
兼正興ＩＴソリューション㈱代表取締役社長 

 執行役員   古 川 公 俊 正興コーポレートサービス㈱代表取締役社長 

 執行役員   松 尾   聡 事業開発本部長兼正興パワーエレクトロニクスカンパニー社長 



  
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方 

当社は、「最良の製品・サービスを以て社会に貢献す」の社是の下、「競争力の強化」・「経営判断の迅速化」を図ると同

時に、「経営の透明性」を高める観点から経営の監視機能および内部統制機能の充実、コンプライアンス経営の徹底を重要課

題として取組み、企業価値の向上に努めることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社は執行役員制度の導入を行い、経営と業務執行の分離および責任と権限の明確化を図っております。取締役会は、当事

業年度末現在９名（うち社外取締役２名）で構成されており、重要事項の決定ならびに取締役会の業務執行状況の監督という

本来の機能に特化し、執行役員は自己の職務を執行する体制となっております。執行役員の職務の担当範囲は、取締役会にて

定め、その責任と権限を明確にしております。また、定例の取締役会を毎月開催するとともに、取締役会の機能をより強化

し、経営効率を向上させるため、執行役員で構成する経営会議を毎月開催し、業務執行に関する基本的事項および重要事項に

係る意思決定を機動的に行っております。 

当社は、監査役制度を採用しております。当事業年度末現在の監査役数は３名（うち社外監査役２名）であります。監査役

は取締役会に参加するとともに、監査役会を定期的に開催し、経営への監視機能を備えております。また、常勤監査役は取締

役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため経営会議等に出席するとともに、重要な稟議書その

他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または社員にその説明を求めております。 

さらに監査役室を設置し２名の専任担当者を配し、経営理念・経営方針に基づき組織制度及び業務運営が公正・的確かつ効

果的になされているかという観点で定期的に内部監査を実施しております。 

当社は現行定款において、優秀な人材を迎え、経営の透明性および健全性の確保を一層推進するため、社外役員との間で当

社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めております。 

これにより、社外役員と当社との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき当該責任限定契約を締結しております。 

その契約内容の概要は、次のとおりであります。 

当社の社外役員として、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その職務を行うにあたり善意でか

つ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として当社に対し損害賠償責任を負うもの

であります。 

当社は、平成19年３月29日開催の第103回定時株主総会終結時をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、役員の報酬の一部

に株価連動型（自社株取得型）報酬制度を導入いたしました。これは、役員の報酬と株主の皆様の利益との連動性を一層向上

させ、会社業績に対する経営責任を明確化し、企業価値の増大を図ることを目的とするものであります。 

なお、当事業年度における役員報酬は次のとおりであります。 

１．役員報酬の内容 

（注）１．株主総会の決議による報酬限度額 

取締役  年額 200百万円   監査役  年額 50百万円 

２．使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与含む）は、含まれておりません。 

２．利益処分による役員賞与金の支給額 

該当なし 

３．当事業年度の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

該当なし 

会計監査人は監査法人トーマツに依頼しており、会社法及び証券取引法の監査を受けている他、会計処理ならびに監査に関

する諸問題について随時確認し、財務諸表の適正性の確保と維持に努めております。当事業年度における監査法人に対する監

査報酬及び業務を執行した公認会計士の氏名及び補助者の構成は次のとおりであります。 

(イ)監査報酬の内容 

取締役に支払った報酬 10名 97百万円 

監査役に支払った報酬 ３名 20百万円 

計   118百万円 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）   



(ロ)業務を執行した公認会計士の氏名 

  

(ハ)補助者の構成 

また、顧問弁護士と契約を結んでおり、必要に応じ、アドバイスを受けております。 

  

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役は２名で、松尾新吾氏は九州電力㈱の代表取締役社長、石垣忠彦氏は㈱日立製作所の代表執行役執行役専

務を兼務しております。なお、石垣忠彦氏は平成19年3月29日付で退任し、後任は㈱日立製作所の代表執行役執行役副社長森

和廣氏となっております。 

社外監査役は２名で、長尾亜夫氏は西日本鉄道㈱の代表取締役社長、河部浩幸氏は㈱九電工の代表取締役社長を兼務してお

ります。 

  

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

取締役及び監査役は毎月開催される取締役会またはその他重要な会議に出席し、取締役は相互の経営監視と執行役員の業務

執行を監督し、監査役は取締役の意思決定・業務執行を監督し、コンプライアンスの徹底とコーポレート・ガバナンスの充実

を図っております。また、内部統制・コンプライアンス委員会を設置し、企業行動憲章、行動規範を制定しコンプライアンス

意識の浸透を図り、法令遵守と企業倫理の確立に取組んでおります。 

 適時開示につきましては、開示基準に基づき迅速なディスクロージャーに努めており、各種開示資料は当社ホームページに

掲載し、ＩＲの充実を図っております。 

 また、危機管理体制につきましても企業活動に伴う様々なリスク発生時の対応についてのルールづくりや教育実施などのリ

スク管理体制の強化を図っております。 

  

第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 ―百万円 

計 18百万円 

監査責任者 公認会計士 久 留 和 夫 氏（継続監査２年） 

  公認会計士 白 水 一 信 氏（継続監査５年） 

公認会計士 ６名 

会計士補 ３名 

その他 ４名 



④剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役

会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。 

これは、機動的な資本政策及び当社の配当方針である、株主様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、継続

的な安定配当を基本にしつつ、業績に応じた経営の成果を迅速に株主様に還元することを目的とするものであります。 

  

 当社グループの経営上の意思決定及びその執行のチェックは、下記の経営システムとなっております。 
  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成17年12月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成17年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12

月31日まで)及び当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

３ 決算期変更について 

平成17年６月29日開催の第101回定時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を３月31日から12月31日

に変更いたしました。 

従って、当社及び一部の連結子会社の前連結会計年度及び前事業年度は平成17年４月１日から平成17年12月31日ま

での９ヵ月決算となっております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,284     1,142   

２ 受取手形及び売掛金 ※３   5,970     6,819   

３ 有価証券     25     4   

４ 棚卸資産     1,746     2,197   

５ 繰延税金資産     158     190   

６ その他     194     265   

貸倒引当金     △36     △36   

流動資産合計     9,343 59.6   10,584 62.5 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物及び構築物   5,539     5,625     

減価償却累計額   △3,228 2,310   △3,355 2,269   

(2) 機械装置及び運搬具   1,226     1,304     

減価償却累計額   △1,033 192   △923 381   

(3) 工具、器具及び備品   1,892     1,861     

減価償却累計額   △1,693 198   △1,659 201   

(4) 土地     516     516   

(5) 建設仮勘定     92     129   

有形固定資産合計     3,310 21.1   3,498 20.7 

２ 無形固定資産     167 1.1   170 1.0 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※２   2,131     1,960   

(2) 繰延税金資産     559     552   

(3) その他     212     234   

貸倒引当金     △58     △68   

投資その他の資産合計     2,845 18.2   2,679 15.8 

固定資産合計     6,322 40.4   6,348 37.5 

資産合計     15,666 100.0   16,932 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※1,3   3,770     4,637   

２ 短期借入金 ※１   1,994     2,074   

３ 未払法人税等     48     52   

４ その他     986     1,247   

流動負債合計     6,799 43.4   8,013 47.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     1,319     1,406   

２ 役員退職慰労引当金     187     215   

３ 繰延税金負債     15     17   

４ その他     231     210   

固定負債合計     1,753 11.2   1,850 10.9 

負債合計     8,553 54.6   9,863 58.2 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     149 1.0   ― ― 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※４   2,323 14.8   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     1,603 10.2   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     2,976 19.0   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     675 4.3   ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定     2 0.0   ― ― 

Ⅵ 自己株式 ※５   △617 △3.9   ― ― 

資本合計     6,963 44.4   ― ― 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 15,666 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金     ― ―   2,323 13.7 

 ２ 資本剰余金     ― ―   1,618 9.6 

 ３ 利益剰余金     ― ―   2,997 17.7 

 ４ 自己株式     ― ―   △563 △3.3 

   株主資本合計     ― ―   6,374 37.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 １ その他有価証券評価 
   差額金 

 ― ― 549 3.3

 ２ 為替換算調整勘定     ― ―   23 0.1 

   評価・換算差額等合計     ― ―   573 3.4 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   120 0.7 

   純資産合計     ― ―   7,069 41.8 

   負債純資産合計     ― ―   16,932 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,574 100.0   17,597 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   9,146 86.5   14,445 82.1 

売上総利益     1,428 13.5   3,151 17.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬   141     189     

２ 給与及び手当   897     1,212     

３ 賞与   134     237     

４ 退職給付費用   41     62     

５ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

28 45   

６ その他 ※１ 1,074 2,318 21.9 1,253 3,000 17.0 

営業利益又は営業損失（△）     △890 △8.4   151 0.9 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   0     1     

２ 受取配当金   21     24     

３ 為替差益   60     21     

４ 賃貸料収入   13     13     

５ その他   20 116 1.1 28 90 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   18     26     

２ 投資有価証券売却損   0     ―     

３ 固定資産廃棄損   11     21     

４ その他   29 60 0.6 32 81 0.5 

経常利益又は経常損失（△）     △834 △7.9   160 0.9 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   ―     44     

２ 固定資産売却益 ※２ 72 72 0.6 ― 44 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 有価証券評価損   ―     19     

２ 投資有価証券評価損   ―     7     

３ 棚卸資産評価損   78     ―     

４ 減損損失 ※３ 27     ―     

５ 会員権評価損   4 110 1.0 ― 26 0.2 

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△) 

 △872 △8.3 178 1.0

法人税、住民税及び事業税   25     28     

法人税等調整額   △92 △67 △0.7 61 89 0.5 

少数株主損失     3 0.0   33 0.2 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

 △801 △7.6 122 0.7

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,525 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 連結子会社合併に伴う増 
加高 

  78 78 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     1,603 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     3,944 

Ⅱ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   81   

２ 役員賞与   6   

３ 当期純損失   801   

４ 連結子会社合併に伴う減
少高 

  78 967 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     2,976 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

株主資本 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 

純資産 

合計 資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 
自己株式

株主資本

合計 

その他
有価証券
評価 
差額金 

為替
換算 
調整 
勘定 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,323 1,603 2,976 △617 6,285 675 2 678 149 7,113 

連結会計年度中の変動額                     

 剰余金の配当     △101   △101         △101 

 役員賞与     △0   △0         △0 

 当期純利益     122   122         122 

 自己株式の取得       △2 △2         △2 

 自己株式の処分   14   56 71         71 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           △125 21 △104 △28 △133 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 14 20 53 89 △125 21 △104 △28 △43 

平成18年12月31日残高(百万円) 2,323 1,618 2,997 △563 6,374 549 23 573 120 7,069 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） 

 △872 178 

２ 減価償却費   197 254 

３ 退職給付引当金の増減額(減少：△)   75 86 

４ 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)   △21 28 

５ 貸倒引当金の増減額(減少：△)   12 9 

６ 受取利息及び受取配当金   △21 △26 

７ 支払利息   18 26 

８ 固定資産売却益   △72 ― 

９ 投資有価証券売却益   ― △44 

10 棚卸資産評価損   78 ― 

11 役員賞与の支払額   △6 △0 

12 売上債権の増減額(増加：△)   2,452 △819 

13 棚卸資産の増減額(増加：△)   △83 △446 

14 仕入債務の増減額(減少：△)   △446 856 

15 その他   △293 37 

小計   1,017 142 

16 利息及び配当金の受取額   21 26 

17 利息の支払額   △17 △28 

18 在外子会社の収用補償金受取額   ― 326 

19 法人税等の支払額   △62 △35 

営業活動によるキャッシュ・フロー   959 432 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △40 △61 

２ 定期預金の払戻による収入   38 61 

３ 有価証券の取得による支出   △16 △21 

４ 有価証券の売却による収入   16 46 

５ 有形固定資産の取得による支出   △167 △519 

６ 有形固定資産の売却による収入   145 ― 

７ 投資有価証券の取得による支出   △174 △169 

８ 投資有価証券の売却による収入   4 72 

９ 貸付けによる支出   △0 △11 

10 その他   △22 △26 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △216 △628 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増減額(減少：△)   △1,484 80 

２ 自己株式の取得による支出   △24 △2 

３ 自己株式の処分による収入   ― 71 

４ 配当金の支払額   △81 △101 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,589 47 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   6 6 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △840 △142 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,023 1,182 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,182 1,040 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 連結の範囲

に関する事

項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称は「第１企業の概況４．

関係会社の状況」に記載しているため、省

略しております。なお、当社は平成17年６

月１日付にて、正興エンジニアリング㈱を

吸収合併いたしました。 

  

連結子会社の数 10社 

連結子会社の名称は「第１企業の概況４．

関係会社の状況」に記載しているため、省

略しております。なお、当連結会計年度中

に設立した北京正興聯合電機有限公司を新

たに連結の範囲に含めております。また、

正興ITソリューションフィリピン，INC．は

平成18年７月19日付でアジアソリューショ

ンフィリピン，INC．より商号を変更いたし

ました。 

  

２ 持分法の適

用に関する

事項 

関連会社(正興電気建設㈱)は、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

  

同左 

３ 連結子会社

の事業年度

等に関する

事項 

全ての連結子会社の決算日は連結決算日と

一致しております。なお、連結子会社のう

ち㈱正興Ｃ＆Ｅ、㈱正興商会、正興コーポ

レートサービス㈱、㈱エーエスピーラン

ド、㈱エス・キュー・マーケティングは、

連結決算日の変更に合わせ、当連結会計年

度より決算日を３月から12月に変更したた

め９ヵ月決算となっております。 

  

全ての連結子会社の決算日は連結決算日と

一致しております。 

  

４ 会計処理基

準に関する

事項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

 満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

   ②棚卸資産 

 製品、商品、仕掛品 

  主として個別法による原価法 

 原材料 

  主として移動平均法による原価法 

 ②棚卸資産 

 製品、商品、仕掛品 

同左 

 原材料 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

 主として建物及び構築物は定額法、そ

れ以外は定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

   建物及び構築物   20～45年 

   機械装置及び運搬具 ４～11年 

   工具、器具及び備品 ２～６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

  

   ②無形固定資産 

  定額法によっております。 

 ②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(15年)による定額法により、費用

処理しております。数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

(15年)による定額法により、翌連結会計

年度より費用処理しております。 

 ②退職給付引当金 

同左 

   ③役員退職慰労引当金 

 役員等の退職慰労金の支払いに備える

ため、主として内規に基づく要支払額

の100％を計上しております。 

 ③役員退職慰労引当金 

 役員等の退職慰労金の支払いに備える

ため、主として内規に基づく要支払額

の100％を計上しております。 

 なお、当社及び一部の連結子会社は、

平成19年３月29日開催の取締役会にお

いて、役員退職慰労金制度を同日付で

廃止することを決議いたしました。当

該制度の廃止に伴い、在任中の取締役

及び監査役の在任期間に係る役員退職

慰労金については、それぞれの役員の

退任時に支給することといたしまし

た。 



  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における評価・換算差額等の為替換算

調整勘定及び少数株主持分に含めており

ます。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 ①消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

  

(6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

 ①消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社

の資産及び

負債の評価

に関する事

項 

  

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。 

  

同左 

６ 連結調整勘

定の償却に

関する事項 

連結調整勘定の償却については、原則とし

て５年間で均等償却することとしておりま

す。 

  

────── 

７ のれんの償

却に関する

事項 

  

────── のれんの償却については、原則として５年

間で均等償却することとしております。 

８ 利益処分項

目等の取扱

いに関する

事項 

  

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分

について連結会計年度中に確定した利益処

分に基づいて作成しております。 

  

────── 

９ 連結キャッ

シ ュ・フ ロ

ー計算書に

おける資金

の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現金、要

求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期

日又は償還日の到来する、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資としてお

ります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純損失が27百万円増

加しております。なお、減損損失累計額については、当

該各資産の金額から直接控除しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、6,948百

万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

１ ※１担保資産及び担保付債務 

   〈担保資産〉 

建物 268百万円

土地 11 

合計 279 

１ ※１担保資産及び担保付債務 

   〈担保資産〉 

建物 261百万円

土地 11 

合計 272 

   〈担保付債務〉 

買掛金 28百万円

短期借入金 750 

合計 778 

   〈担保付債務〉 

買掛金 28百万円

短期借入金 800 

合計 828 

２ ※２関連会社に対するもの 

投資有価証券(株式) 6百万円

２ ※２関連会社に対するもの 

投資有価証券(株式) 6百万円

３ ────── ３ 受取手形裏書譲渡高 0百万円

４ ※３連結会計年度末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理して

おります。従って、当連結会計年度末日は、金融機

関の休業日のため、期末日満期手形が次の科目に含

まれております。 

受取手形 84百万円

支払手形 1 

４ ※３連結会計年度末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理して

おります。従って、当連結会計年度末日は、金融機

関の休業日のため、期末日満期手形が次の科目に含

まれております。 

受取手形 102百万円

５ ※４当社の発行済株式総数は、普通株式9,195千株

であります。 

５         ────── 

６ ※５連結会社の保有する自己株式の数は、普通株式

1,100千株であります。 

６         ────── 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ ※１一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、203百万円であります。 

１ ※１一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、265百万円であります。 

２ ※２固定資産売却益は、工場（建物、土地他）の売

却によるものであります。 

２         ────── 

３ ※３減損損失 

当連結会計年度において当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、事業別管理会計区分をグルーピ

ングの単位としております。ただし、将来の使用

が見込まれていない遊休資産については、個別の

資産グループとして取り扱っております。また、

本社等、特定の事業との関連が明確でない資産に

ついては共用資産としております。当連結会計年

度において、帳簿価額に対し著しく時価が下落し

ている遊休資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価に基づく

正味売却可能価額によっております。 

  

用途 種類 場所 金額 

遊休 
土地及び 

建物 

福岡県 

古賀市 
25百万円 

遊休 土地 
大分県 

由布市 
２百万円 

３         ────── 

  

  



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加2,758,545株は、株式分割によるものであります。 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加303,863株は株式分割によるものが301,071株、単元未満株式の買取によるものが2,792株であ

り、減少100,000株は処分による減少であります。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

普通株式(株) 9,195,150 2,758,545 ― 11,953,695 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

普通株式(株) 1,100,781 303,863 100,000 1,304,644 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 60 7.50 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

平成18年８月25日 
取締役会 

普通株式 40 5.00 平成18年６月30日 平成18年９月11日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 53 5.00 平成18年12月31日 平成19年３月30日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,284百万円

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金等 

△102  

現金及び現金同等物 1,182

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,142百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金等 

△102  

現金及び現金同等物 1,040  



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

  
機械装置 
及び 
運搬具 

  工具・
器具・
備品他

  
合計  

取得価額 
相当額 

19  193  213百万円

減価償却 
累計額相当額 

6  92
  

98  

期末残高 
相当額 

13
  

100
  

114  

同左 

 
機械装置
及び 
運搬具 

工具・
器具・
備品他

  
合計   

取得価額
相当額 

15 164  180百万円

減価償却
累計額相当額 

5 94
  

99  

期末残高
相当額 

9 70
  

80  

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。 

１年以内 39百万円

１年超 74  

合計 114  

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年以内 34百万円 

１年超 45  

合計 80  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 34百万円 

減価償却費相当額 34  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 41百万円 

減価償却費相当額 41  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象となった銘柄は

ありませんでした。なお、減損にあたっては、期末時における時価が、取得原価の30％以上下落したものを「著しく下落し

た」ものとしており、原則として50％程度以上下落したものについては、回復する見込みがないものとして減損処理を行っ

ております。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を決定しており

ます。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日)は売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいた
め、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 

区分 

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

 ① 株式 652 1,775 1,122 764 1,687 923 

 ② その他 27 38 10 ― ― ― 

小計 680 1,813 1,132 764 1,687 923 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

 ① 株式 7 4 △2 9 8 △1 

小計 7 4 △2 9 8 △1 

合計 687 1,818 1,130 774 1,696 922 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

148 44 ― 



３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日) 

  

  
  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至

平成18年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1)満期保有目的の債券     

 ①割引金融債 22 ― 

合計 22 ― 

(2)その他有価証券     

 ①非上場株式 264 257 

 ②非上場の外国投資信託受託証券 26 4 

合計 290 262 

区分 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

債券     

 割引金融債 22 ― 

 利付金融債 3 16 

合計 25 16 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、当社は退職一時金制度を、一部の連結子会社は適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、当社及び一部の連結子会社は確定拠出年金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

(注) 子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

２ 「ヘ その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  
前連結会計年度

(平成17年12月31日)(百万円) 
当連結会計年度 

(平成18年12月31日)(百万円) 

イ 退職給付債務 △1,519 △1,562 

ロ 年金資産 30 23 

ハ 未認識過去勤務債務 △15 △14 

ニ 未認識数理計算上の差異 185 146 

ホ 退職給付引当金 △1,319 △1,406 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (百万円) (百万円) 

イ 勤務費用 61 90 

ロ 利息費用 16 33 

ハ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

10 15

ニ 過去勤務債務の費用処理額 △0 △1 

ホ 退職給付費用 87 137 

ヘ その他 57 83 

ト      計 145 221 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準 同左 

ロ 割引率 2.5％ 2.5％ 

ハ 過去勤務債務の額の処理年数 15年 
(発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数による定額法
により、費用処理しております。) 

15年
同左 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 15年 
(各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、翌連結会
計年度より費用処理しております。) 

15年
同左 



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

 ２ 平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行ったことにより「権利行使価格」

を調整しております。 

 ３ 株式分割により払込金額の調整を行い、１株当たりの株価を算出しているため、１円未満の端数が生

じております。 

  

（２）ストック・オプションの変動状況 

(注) １ 株式数に換算して記載しております。 

 ２ 平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合をもって株式分割を行ったことによる増加であります。 

  

会社名 提出会社 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 
当社従業員 
当社子会社取締役 
当社子会社従業員 

８名 
38名 
14名 
11名 

株式の種類及び付与数 (注)１ 普通株式 157,300株 

付与日 平成16年８月１日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成18年７月１日～平成19年６月30日 

権利行使価格 (注)２、３ 570円77銭 

付与日における公正な評価単価 ─ 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成16年６月29日 

権利確定後   

 前連結会計年度末 121,000株 

 株式分割による増加 (注)２ 36,300株 

 権利行使 ─ 

 失効 ─ 

 未行使残 157,300株 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 520百万円

 役員退職慰労引当金 75  

 繰越欠損金 1,033  

 その他 235  

繰延税金資産小計 1,864  

評価性引当額 △703  

繰延税金資産合計 1,160  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △458  

繰延税金負債合計 △458  

繰延税金資産の純額 702  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 564百万円

 役員退職慰労引当金 87  

 繰越欠損金 937  

 その他 187  

繰延税金資産小計 1,776  

評価性引当額 △677  

繰延税金資産合計 1,099  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △372  

繰延税金負債合計 △372  

繰延税金資産の純額 726  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.4％ 

 (調整)    

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

△2.8  

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

0.5  

住民税均等割 △1.8  

評価性引当額の増加 △27.2  

その他 △1.4  

 税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

7.7
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

 (調整)    

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

15.4  

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△5.4  

住民税均等割 12.0  

評価性引当額の減少 △14.9  

その他 2.7  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

50.2
  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日) 
  

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

(注) １ 事業区分の方法は、製品の種類、製造方法及び販売市場等の類似性に基づきました。 

２ 各事業区分の主要な製品 

(1) 電力システム…電力制御システム、電力用開閉装置、配電自動化用電子機器、電力業務情報化 

(2) 社会システム…公共・環境システム、産業用プラントシステム、需要家向受変電システム 

(3) 情報システム…ＡＳＰサービス、システムインデグレーション、ｅラーニングサービス 

(4) その他…………メカトロニクス装置、制御機器、電子装置、(高分子/液晶)複合膜フィルム、 

蓄電システム、汎用電気品、業務サポートサービス等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目はすべて全社資産であり、その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証

券)及び長期投資資金(投資有価証券)等であります。 

  
電力 
システム 
(百万円) 

社会 
システム 
(百万円) 

情報
システム 
(百万円) 

その他
(百万円)

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

2,446 4,841 1,056 2,231 10,574 ― 10,574

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3 13 113 789 918 (918) ―

計 2,449 4,854 1,169 3,020 11,493 (918) 10,574

営業費用 2,611 5,361 1,404 3,007 12,384 (918) 11,465

営業利益又は 
営業損失(△) 

△162 △506 △234 13 △890 ― △890

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 3,445 6,090 1,372 2,293 13,201 2,464 15,666

減価償却費 46 66 35 48 197 ― 197

資本的支出 49 106 15 41 213 ― 213

  
電力 
システム 
(百万円) 

社会 
システム 
(百万円) 

情報
システム 
(百万円) 

その他
(百万円)

計
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円)

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,936 8,509 1,753 3,397 17,597 ― 17,597

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1 17 184 1,238 1,441 (1,441) ―

計 3,937 8,527 1,938 4,635 19,039 (1,441) 17,597

営業費用 3,772 8,234 1,897 4,983 18,888 (1,441) 17,446

営業利益又は 
営業損失(△) 

165 293 40 △348 151 ― 151

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 3,047 7,126 1,114 3,297 14,586 2,346 16,932

減価償却費 50 86 39 78 254 ― 254

資本的支出 40 178 15 213 448 ― 448



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超

えているため、記載を省略しました。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年１月１日

至 平成18年12月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため記載を省略しました。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日) 

１．法人主要株主 

  

  

(注) １ 当社取締役 松尾新吾氏は、九州電力㈱の代表取締役社長を兼任しており、当社と同社との取引は、いわゆる役員の第三

者のための取引であります。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、残高には消費税等は含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)九州電力㈱に対しての販売については、都度見積りを提出し交渉により決定しております。 

(2)㈱日立製作所に対しての販売については、都度見積りを提出し交渉により決定しております。 

(3)㈱日立製作所からの購入については、取引条件は一般取引条件と同様であり、価格については都度見積りの提示を

受け交渉により決定しております。 

  

２．兄弟会社等 

  

  

(注) １ 日立キャピタル㈱は当社の主要株主である㈱日立製作所が議決権の過半数を所有している会社等であります。 

２ 取引金額、残高には消費税等は含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)ファクタリング取引については、当社の営業債権に関し、当社、取引先、日立キャピタル㈱の三社間で基本契約を

締結し、ファクタリング方式による決済を行っているものであります。 

(2)日立キャピタル㈱に対しての販売については、都度見積りを提出し交渉により決定しております。 

  

会社名 所在地 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

九州電力㈱ 
福岡市 
中央区 

237,304 電気事業 

所有
直接  0.01 

被所有 
直接  16.71 

兼任１人
転籍１人 

当社製品の販売 

㈱日立製作所 
東京都 
千代田区 

282,033 
電気機械器具
等製造及び 
販売 

所有
直接  0.00 

被所有 
直接  15.70 
間接  0.63 

兼任１人
転籍２人 

当社製品の販売 
同社製品の購入 
技術導入契約の
締結 
コンピュータ機
器の賃借 
その他 

会社名 取引の内容 取引金額(百万円) 科目 期末残高(百万円)

九州電力㈱ 営業取引 
製品(電力設備関連)の
販売 

1,521 売掛金 434

㈱日立製作所 営業取引 
製品(制御盤等)の販売 1,125 売掛金 534 

部品(コンピュータ等)
の購入 

178
買掛金
支払手形 

53
16 

会社名 所在地 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

日立キャピタ
ル㈱ 

東京都港区 9,983 

ファイナンス
事業 
金融サービス
附帯事業 

被所有
直接  0.08 

なし
ファクタリング
取引 
当社製品の販売 

会社名 取引の内容 取引金額(百万円) 科目 期末残高(百万円)

日立キャピタル
㈱ 

営業取引 
ファクタリング取引 
製品（制御盤等）の販
売 

446
8 
  
売掛金 279



当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

法人主要株主 

  

  

(注) １ 当社取締役 松尾新吾氏は、九州電力㈱の代表取締役社長を兼任しており、当社と同社との取引は、いわゆる役員の第三

者のための取引であります。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりませんが、残高には消費税等は含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1)九州電力㈱に対しての販売については、都度見積りを提出し交渉により決定しております。 

(2)㈱日立製作所に対しての販売については、都度見積りを提出し交渉により決定しております。 

(3)㈱日立製作所からの購入については、取引条件は一般取引条件と同様であり、価格については都度見積りの提示を

受け交渉により決定しております。 

  

会社名 所在地 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

九州電力㈱ 
福岡市 
中央区 

237,304 電気事業 

所有
直接  0.01 

被所有 
直接  16.33 

兼任１人
転籍１人 

当社製品の販売 

㈱日立製作所 
東京都 
千代田区 

282,033 
電気機械器具
等製造及び 
販売 

所有
直接  0.00 

被所有 
直接  15.33 
間接  0.66 

兼任１人
転籍２人 

当社製品の販売 
同社製品の購入 
技術導入契約の
締結 
コンピュータ機
器の賃借 
その他 

会社名 取引の内容 取引金額(百万円) 科目 期末残高(百万円)

九州電力㈱ 営業取引 
製品(電力設備関連)の
販売 

2,889 売掛金 648

㈱日立製作所 営業取引 

製品(制御盤等)の販売 1,746 売掛金 613 

部品(コンピュータ等)
の購入 

168
買掛金
支払手形 
未払金 

23
20 
0 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 860円31銭 １株当たり純資産額 652円49銭

１株当たり当期純損失 98円80銭 １株当たり当期純利益 11円52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、当期純損失を計上しているため記載しており
ません。 

  

当社は、平成18年12月１日付で１株につき1.3の割合を

もって株式分割を行っております。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については、以下のとおりであります。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
11円51銭

１株当たり純資産額 661円77銭 

１株当たり当期純損失 75円97銭 

（追加情報） 

当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しております。これによる影響

はありません。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ─ 7,069 

純資産の部から控除する金額(百万円) ─ 120 

(うち少数株主持分)(百万円) ─ （ 120）

普通株式に係る純資産額(百万円) ─ 6,948 

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 11,953 

普通株式の自己株式数(千株) ─ 1,304 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数(千
株) ─ 10,649 



２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）     

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) △801 122 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 0 ― 

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） (  0) ( ―) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）(百
万円) 

△802 122 

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,118 10,631 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額(百万円) ― ― 

普通株式増加数(千株) ― 8 

（うち新株予約権(千株)） ( ―) ( 8)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予
約権の数121個）。なお、
これらの概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りであります。 

― 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,994 2,074 1.4 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,994 2,074 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,070     582   

２ 受取手形 ※３   489     186   

３ 売掛金 ※１   3,803     4,855   

４ 有価証券     25     4   

５ 製品     3     12   

６ 原材料     47     64   

７ 仕掛品     1,194     1,605   

８ 前払費用     4     7   

９ 繰延税金資産     147     160   

10 関係会社短期貸付金     1,254     1,422   

11 未収入金 ※１   277     239   

12 その他     64     75   

貸倒引当金     △4     △3   

流動資産合計     8,380 56.5   9,213 59.1 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※２             

(1) 建物   4,813     4,888     

減価償却累計額   △2,806 2,007   △2,908 1,980   

(2) 構築物   286     283     

減価償却累計額   △243 43   △245 38   

(3) 機械及び装置   923     953     

減価償却累計額   △804 118   △683 269   

(4) 車輌運搬具   30     25     

減価償却累計額   △27 2   △21 4   

(5) 工具、器具及び備品   1,469     1,412     

減価償却累計額   △1,314 154   △1,271 141   

(6) 土地     510     510   

(7) 建設仮勘定     79     ―   

有形固定資産合計     2,917 19.6   2,944 18.9 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     1     2   

(2) 商標権     1     1   

(3) 実用新案権     ―     0   

(4) 電話加入権     8     8   

(5) 電気通信施設利用権     0     0   

無形固定資産合計     11 0.1   12 0.1 



  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産             

(1) 投資有価証券     1,975     1,792   

(2) 関係会社株式     533     508   

(3) 出資金     0     0   

(4) 関係会社出資金     257     330   

(5) 長期貸付金     73     80   

(6) 従業員長期貸付金     0     0   

(7) 関係会社長期貸付金     107     110   

(8) 長期前払費用     0     ―   

(9) 繰延税金資産     522     526   

(10) 保険積立金     16     19   

(11) 敷金及び権利金     72     61   

(12) その他     36     45   

貸倒引当金     △58     △68   

投資その他の資産合計     3,536 23.8   3,408 21.9 

固定資産合計     6,465 43.5   6,365 40.9 

資産合計     14,846 100.0   15,578 100.0 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     1,136     888   

２ 買掛金 ※１   2,023     2,940   

３ 短期借入金 ※２   1,600     1,700   

４ 未払金     205     119   

５ 未払費用     276     281   

６ 未払法人税等     17     34   

７ 未払消費税等     38     31   

８ 前受金     259     211   

９ 預り金     45     66   

10 設備支払手形     10     3   

11 その他     4     11   

流動負債合計     5,618 37.8   6,288 40.4 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期未払金     205     170   

２ 退職給付引当金     1,156     1,231   

３ 役員退職慰労引当金     161     178   

４ その他     ―     18   

固定負債合計     1,523 10.3   1,598 10.2 

負債合計     7,142 48.1   7,887 50.6 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※４   2,323 15.6   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   1,603     ―     

資本剰余金合計     1,603 10.8   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   580     ―     

２ 任意積立金               

(1) 別途積立金   3,350     ―     

３ 当期未処理損失   188     ―     

利益剰余金合計     3,742 25.2   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     652 4.4   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※５   △617 △4.1   ― ― 

資本合計     7,703 51.9   ― ― 

負債及び資本合計     14,846 100.0   ― ― 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

 １ 資本金     ― ―   2,323 14.9 

 ２ 資本剰余金               

  (1) 資本準備金   ―     1,603     

  (2) その他資本剰余金   ―     14     

   資本剰余金合計     ― ―   1,618 10.4 

 ３ 利益剰余金               

  (1) 利益準備金   ―     580     

  (2) その他利益剰余金               

    別途積立金   ―     3,050     

    繰越利益剰余金   ―     158     

   利益剰余金合計     ― ―   3,789 24.3 

 ４ 自己株式     ― ―   △563 △3.6 

   株主資本合計     ― ―   7,166 46.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

 １ その他有価証券評価 
   差額金 

 ― ― 524 3.4

   評価・換算差額等合計     ― ―   524 3.4 

   純資産合計     ― ―   7,691 49.4 

   負債純資産合計     ― ―   15,578 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   7,245 100.0   12,828 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品棚卸高   5     3     

２ 当期製品製造原価 ※1,3 5,536     9,533     

３ 製品購入高 ※１ 826     980     

合計   6,368     10,517     

４ 他勘定振替高 ※２ 112     4     

５ 期末製品棚卸高   3 6,252 86.3 12 10,500 81.9 

売上総利益     993 13.7   2,327 18.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 発送運賃   36     47     

２ 役員報酬   81     118     

３ 給与及び手当   461     651     

４ 賞与   76     140     

５ 退職給付費用   25     42     

６ 役員退職慰労引当金 

繰入額 
  21     33     

７ 法定福利費   73     104     

８ 福利厚生費   38     53     

９ 通信交通費   129     185     

10 減価償却費   38     40     

11 研究開発費 ※３ 120     ―     

12 賃借料   81     115     

13 貸倒引当金繰入額   4     8     

14 業務委託費   213     265     

15 その他   261 1,665 23.0 314 2,123 16.5 

営業利益又は営業損失(△)     △672 △9.3   203 1.6 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※１ 11     17     

２ 有価証券利息   0     0     

３ 受取配当金 ※１ 44     34     

４ 賃貸料収入 ※１ 52     67     

５ 経営指導料   1     2     

６ ブランド料収入 ※１ 6     7     

７ その他   23 140 2.0 23 152 1.2 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   9     15     

２ 賃貸原価   49     65     

３ 固定資産廃棄損   ―     20     

４ 投資有価証券売却損   0     ―     

５ その他   11 71 1.0 12 113 0.9 

経常利益又は経常損失(△)     △603 △8.3   242 1.9 



  

  

製造原価明細書 

  

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   ―     44     

  ２ 固定資産売却益 ※４ 72 72 1.0 ― 44 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１ 有価証券評価損   ―     19     

２ 投資有価証券評価損   ―     7     

３ 関係会社株式評価損   ―     24     

４ 会員権評価損   4     ―     

５ 減損損失 ※５ 2 6 0.1 ― 51 0.4 

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 △537 △7.4 236 1.8

法人税、住民税及び事業税   13     18     

法人税等調整額   △108 △95 △1.3 69 87 0.6 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 △441 △6.1 148 1.2

前期繰越利益     253     ―   

当期未処理損失     188     ―   

     

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   3,312 57.1 5,737 57.7 

Ⅱ 労務費   1,338 23.1 1,948 19.6 

Ⅲ 経費   1,150 19.8 2,258 22.7 

(うち外注加工費)   (791)  (1,387)  

(うち減価償却費)   (68)  (108)  

当期総製造費用   5,801 100.0 9,944 100.0 

期首仕掛品棚卸高   1,041   1,194   

合併による仕掛品受入高   203   ―   

合計   7,045   11,139   

期末仕掛品棚卸高   1,194   1,605   

他勘定振替高   314   ―   

当期製品製造原価   5,536   9,533   

     



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年３月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失   188 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

   １ 別途積立金取崩額   300 300 

      合計     111 

Ⅲ 利益処分額       

１ 配当金   60 60 

Ⅳ 次期繰越利益     51 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,323 1,603 ― 1,603 580 3,350 △188 3,742 △617 7,051 

事業年度中の変動額                     

 剰余金の配当             △101 △101   △101 

 別途積立金の取崩           △300 300 ―   ― 

 当期純利益             148 148   148 

 自己株式の取得                 △2 △2 

 自己株式の処分     14 14         56 71 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                     

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 14 14 ― △300 346 46 53 115 

平成18年12月31日残高(百万円) 2,323 1,603 14 1,618 580 3,050 158 3,789 △563 7,166 

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 652 652 7,703 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △101 

 別途積立金の取崩     ― 

 当期純利益     148 

 自己株式の取得     △2 

 自己株式の処分     71 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △127 △127 △127 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △127 △127 △12 

平成18年12月31日残高(百万円) 524 524 7,691 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 ②時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

 ②時価のないもの 

同左 

  

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 製品、仕掛品 

 個別法による原価法 

(1) 製品、仕掛品 

同左 

  (2) 原材料 

 移動平均法による原価法 

(2) 原材料 

同左 

  

３ 固定資産の減価償却の方

法 

建物及び構築物は定額法、それ以外

は定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物     20～45

年 

 機械装置及び車輌運搬具 ４～11

年 

 工具、器具及び備品   ２～６

年 

  

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数(15年)による

定額法により、費用処理しており

ます。数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数

(15年)による定額法により、翌事

業年度より費用処理しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  

(3) 役員退職慰労引当金 

役員等の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく要支払額

の100％を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員等の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく要支払額

の100％を計上しております。 

なお、当社は、平成19年３月29日

開催の取締役会において、役員退

職慰労金制度を同日付で廃止する

ことを決議いたしました。当該制

度の廃止に伴い、在任中の取締役

及び監査役の在任期間に係る役員

退職慰労金については、それぞれ

の役員の退任時に支給することと

いたしました。 

  

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

  

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純損失が２百万円増加して

おります。なお、減損損失累計額については、当該各資

産の金額から直接控除しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、7,691百

万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  

────── 

  

（損益計算書関係） 

前事業年度まで、営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「固定資産廃棄損」は、当事業年度において、

営業外費用の100分の10を超えたため区分掲記しており

ます。なお、前事業年度における営業外費用の「その

他」に含まれている「固定資産廃棄損」は２百万円であ

ります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

１ ※１関係会社にかかる注記 

  各科目に含まれている関係会社に対するものの金額 

売掛金 57百万円

未収入金 269百万円

買掛金 313百万円

１ ※１関係会社にかかる注記 

  各科目に含まれている関係会社に対するものの金額 

売掛金 33百万円

未収入金 154百万円

買掛金 352百万円

２ ※２担保資産及び担保付債務 

 〈担保資産〉 

  有形固定資産 

建物 170百万円

土地 4 

合計 174 

２ ※２担保資産及び担保付債務 

 〈担保資産〉 

  有形固定資産 

建物 166百万円

土地 4 

合計 170 

 〈担保付債務〉 

短期借入金 750百万円

 〈担保付債務〉 

短期借入金 800百万円

３ 債務保証 

  下記の会社の借入金等に対して保証を行っておりま

す。 

保証先   保証額 

大連正興電気制御有限公司   305百万円

正興エレクトリックアジア 
(マレーシア)SDN.BHD. 

 3 

合計   308 

３ 債務保証 

  下記の会社の借入金等に対して保証を行っておりま

す。 

保証先   保証額 

大連正興電気制御有限公司   305百万円

正興エレクトリックアジア
(マレーシア)SDN.BHD. 

 37 

合計   342 

４ ※３事業年度末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理して

おります。従って、当事業年度末日は金融機関の休

業日のため、期末日満期手形が次の科目に含まれて

おります。 

受取手形 43百万円

４ ※３事業年度末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理して

おります。従って、当事業年度末日は金融機関の休

業日のため、期末日満期手形が次の科目に含まれて

おります。 

受取手形 6百万円

５ ※４会社が発行する株式の総数 

  ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、これに相当する株式数を減ずることとなっ

ております。 

  普通株式 18,650千株

発行済株式の総数 普通株式 9,195千株

５         ────── 

６ ※５当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,100千株であります。 

６         ────── 

７ 有価証券の時価評価により、純資産が652百万円増

加しております。なお、当該金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に充当することが

制限されております。 

７         ────── 

  



  
(損益計算書関係) 

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加303,863株は株式分割によるものが301,071株、単元未満株式の買取によるものが2,792株であ

り、減少100,000株は処分による減少であります。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ ※１関係会社にかかる注記 

  各科目に含まれている関係会社との取引金額 

売上高 16百万円

仕入高 1,351百万円

受取利息 11百万円

受取配当金 26百万円

賃貸料収入 41百万円

ブランド料収入 6百万円

１ ※１関係会社にかかる注記 

  各科目に含まれている関係会社との取引金額 

売上高 18百万円

仕入高 1,903百万円

受取利息 17百万円

受取配当金 12百万円

賃貸料収入 58百万円

ブランド料収入 7百万円

２ ※２他勘定振替高の内訳はつぎのとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費へ振替 112百万円

２ ※２他勘定振替高の内訳はつぎのとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費へ振替 4百万円

３ ※３一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は199百万円であります。 

３ ※３一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は258百万円であります。 

４ ※４固定資産売却益は、工場（建物、土地他）の売

却によるものであります。 

４         ────── 

  

５ ※５減損損失 

当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

当社は、事業別管理会計区分をグルーピングの単

位としております。ただし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産については、個別の資産グル

ープとして取り扱っております。また、本社等、

特定の事業との関連が明確でない資産については

共用資産としております。当事業年度において、

帳簿価額に対し著しく時価が下落している遊休資

産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

なお、回収可能価額は、不動産鑑定評価に基づく

正味売却可能価額によっております。 

  

用途 種類 場所 金額 

遊休 土地 
大分県 

由布市 
２百万円 

５         ────── 

  

  

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式(株) 1,100,781 303,863 100,000 1,304,644



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年12月31日)及び当事業年度(平成18年12月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

  工具・器具・備品他   

取得価額相当額 100百万円

減価償却累計額相当額 45  

期末残高相当額 54  

同左 

  工具・器具・備品他   

取得価額相当額 73百万円

減価償却累計額相当額 36  

期末残高相当額 36  

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。 

１年以内 18百万円

１年超 36  

合計 54  

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

同左 

１年以内 14百万円 

１年超 22  

合計 36  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 15  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 18百万円 

減価償却費相当額 18  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 454百万円

 役員退職慰労引当金 65  

 繰越欠損金 689  

 その他 148  

繰延税金資産小計 1,357  

評価性引当額 △245  

繰延税金資産合計 1,112  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △442  

繰延税金負債合計 △442  

繰延税金資産の純額 669  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 497百万円

 役員退職慰労引当金 72  

 繰越欠損金 527  

 その他 149  

繰延税金資産小計 1,246  

評価性引当額 △204  

繰延税金資産合計 1,042  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △355  

繰延税金負債合計 △355  

繰延税金資産の純額 687  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

 (調整)    

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

△4.3  

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

2.6  

住民税均等割 △2.4  

評価性引当額の増加 △19.1  

その他 0.5  

 税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

17.7
  

     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

 (調整)    

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

10.7  

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△3.9  

住民税均等割 7.8  

評価性引当額の減少 △17.3  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

37.2
  

     



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 951円73銭 １株当たり純資産額 722円26銭

１株当たり当期純損失 54円44銭 １株当たり当期純利益 13円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。   

当社は、平成18年12月１日付で１株につき1.3株の割合

をもって株式分割を行っております。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報については、以下のとおりであります。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
13円93銭

１株当たり純資産額 732円10銭 

１株当たり当期純損失 41円88銭 

（追加情報） 

当事業年度から、改正後の「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18

年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年１月31日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。これによる影響はあ

りません。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ─ 7,691 

純資産の部から控除する金額(百万円) ─ ─ 

普通株式に係る純資産額(百万円) ─ 7,691 

普通株式の発行済株式数(千株) ─ 11,953 

普通株式の自己株式数(千株) ─ 1,304 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数(千
株) 

─ 10,649 



２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）   

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) △441 148 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）(百
万円) 

△441 148 

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,118 10,631 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額(百万円) ― ― 

普通株式増加数(千株) ― 8 

（うち新株予約権(千株)） (      ―) (      8)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予
約権の数121個）。なお、
これらの概要は「新株予約
権等の状況」に記載のとお
りであります。 

― 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価証券 
その他有価

証券 

㈱福岡銀行 494,893 429 

㈱九電工 552,725 386 

九州電力㈱ 55,776 175 

㈱西日本シティ銀行 297,735 152 

西日本鉄道㈱ 300,687 132 

西部瓦斯㈱ 461,235 128 

㈱福岡ソフトリサーチパーク 2,200 110 

博多港開発㈱ 128,000 64 

昭和鉄工㈱ 141,000 47 

㈱日立製作所 31,500 23 

その他28銘柄 149,668 141 

計 2,615,419 1,791 

種類及び銘柄 
投資口数等 

(口) 

貸借対照表計上額 

(百万円) 

有価証券 
その他有価

証券 

野村證券投資信託受益証券(イスラエル

インターナショナル２号) 
22,269 4 

小計 22,269 4 

投資有価証券 
その他有価

証券 

投資信託受益証券(１銘柄) 1 0 

小計 1 0 

計 22,270 5 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  
２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  
３ 無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 4,813 85 11 4,888 2,908 111 1,980 

 構築物 286 0 3 283 245 5 38 

 機械及び装置 923 189 160 953 683 25 269 

 車輌運搬具 30 2 7 25 21 0 4 

 工具、器具及び備品 1,469 34 90 1,412 1,271 41 141 

 土地 510 0 ― 510 ― ― 510 

 建設仮勘定 79 ― 79 ― ― ― ― 

有形固定資産計 8,114 312 352 8,074 5,130 184 2,944 

無形固定資産               

 特許権 ― ― ― 4 1 0 2 

 商標権 ― ― ― 2 1 0 1 

 実用新案権 ― ― ― 0 0 0 0 

 電話加入権 ― ― ― 8 ― ― 8 

 電気通信施設利用権 ― ― ― 1 0 0 0 

無形固定資産計 ― ― ― 16 3 0 12 

長期前払費用 3 ― ― 3 3 0 ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

液晶事業量産設備 建物 31百万円 

  機械及び装置 188百万円 

  車輌運搬具 2百万円 

  工具、器具及び備品 2百万円 

製缶工場の設備の除却  機械及び装置 140百万円 



【引当金明細表】 

  

(注)１ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

２ 役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」は、退職慰労金辞退によるものであります。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 63 13 ― 4 72 

役員退職慰労引当金 161 37 19 0 178 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 5 

預金   

当座預金 470 

普通預金 39 

定期預金 66 

計 576 

合計 582 

相手先 金額(百万円) 

エース産業㈱ 54 

㈱菅原 34 

㈱昭電社 21 

㈱興電舎 20 

昭電商事㈱ 16 

その他 39 

合計 186 

期日 金額(百万円) 

平成18年12月満期 6 

平成19年１月 〃 33 

  〃  ２月  〃 81 

  〃  ３月  〃 3 

  〃  ４月  〃 59 

  〃  ５月以降 2 

合計 186 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 棚卸資産 
  

  

相手先 金額(百万円) 

東京都下水道局 970 

九州電力㈱ 648 

㈱日立製作所 613 

栗原工業㈱ 396 

㈱菅原 198 

その他 2,026 

合計 4,855 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

3,803 13,468 12,416 4,855 71.9 117.3 

品名 
電力システム 
(百万円) 

社会システム
(百万円) 

情報システム
(百万円) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

製品 11 ― ― 0 12 

原材料 38 20 ― 5 64 

仕掛品 863 582 0 159 1,605 

合計 913 602 0 165 1,681 



⑤ 関係会社短期貸付金 
  

  

⑥ 支払手形(設備支払手形を含む) 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円) 

㈱正興Ｃ＆Ｅ 735 

㈱正興商会 250 

正興ＩＴソリューション㈱ 199 

大連正興電気制御有限公司 150 

㈱エス・キュー・マーケティング 80 

正興ＩＴソリューションフィリピン，INC. 8 

合計 1,422 

相手先 金額(百万円) 

支払手形 

横河電機㈱ 303 

㈱ジーエス・ユアサフィールディングス 61 

山英電機㈱ 54 

九州三菱電機販売㈱ 32 

富士電機イー・アイ・シー㈱ 26 

その他 410 

計 888 

設備支払手形 3 

合計 891 

期日 金額(百万円) 

平成19年１月満期 218 

  〃  ２月 〃  195 

  〃  ３月 〃  58 

  〃  ４月 〃  419 

合計 891 



⑦ 買掛金 
  

  

⑧ 短期借入金 

  

  

⑨ 退職給付引当金 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円) 

横河電機㈱ 380 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 282 

㈱正興商会 276 

㈱九電工 116 

西日本オートメーション㈱ 116 

その他 1,768 

合計 2,940 

相手先 金額(百万円) 

㈱福岡銀行 800 

㈱西日本シティ銀行 500 

㈱肥後銀行 200 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 100 

㈱山口銀行 100 

合計 1,700 

区分 金額(百万円) 

退職給付債務 1,362 

未認識過去勤務債務 14 

未認識数理計算上の差異 △146 

合計 1,231 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による請求

をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式

の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。 

  

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、100株券

剰余金の配当の基準日 

６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 本店及び各取次所 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき50円に印紙税相当額を加算した額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 本店及び各取次所 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載URL 

http://www.seiko-denki.co.jp 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第102期(自 平成17年４月１日 至 平成17年12月31日)平成18年３月29日福岡財務支局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第103期中(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)平成18年９月27日福岡財務支局長に提出 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成18年１月13日、平成18年２月15日、平成18年３月15日、平成18年４月17日福岡財務支局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社正興電機製作所 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社正興電機製作所の平成17年４月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成18年３月29日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  白  水  一  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社正興電機製作所 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社正興電機製作所の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

平成19年３月29日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  白  水  一  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社正興電機製作所 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社正興電機製作所の平成17年４月１日から平成17年12月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社正興電機製作所の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年３月29日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  白  水  一  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社正興電機製作所 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社正興電機製作所の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第103期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社正興電機製作所の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

平成19年３月29日 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  久  留  和  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  白  水  一  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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